

























































































































































































































































































































































































































































































































１万人未満 １１８ ６８ ５９ ２１ ２４ ４２ ４５ ５６ ４３３２６．２％
１万人以上
５万人未満
４５ １１６ ８６ ６４ ８９ ８２ １１２ １２１ ７１５４３．２％
５万人以上
１０万人未満
７ ２６ ４０ ３９ ４４ ４８ ２０ ３６ ２６０１５．７％
１０万人以上
２０万人未満
６ ９ １８ ３０ ２６ ２２ １８ １２ １４１ ８．５％
２０万人以上
３０万人未満
１ ５ ７ ９ ３ ７ ３ ２ ３７ ２．２％
３０万人以上 ２ ４ ５ １５ １２ １５ ７ ８ ６８ ４．１％
出典：平成２２年国勢調査・第２８次地制調資料を基に筆者作成
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図５，図６から理解できることは，人口規模の大きな都市が最も多く
分布している南関東州でさえ，中核市の条件を満たしている都市は，１７８
市町村のうち，わずか１５市に過ぎず，南関東州全体の市町村のわずか
８．４％に過ぎないという事実である。
そこで，ブロック型道州制を成立させるためには，もう一段の合併が
至上命題となる。そもそも道州制推進論者は，広域的機能を重視するあ
まり，「基礎自治体に対する広域自治体の補完機能こそ，二層制の地方
自治制度を採る最大の理由がある」ということを忘却していないだろう
か（今村 ２０１０：８８）。９～１３の道州は，１７００もの基礎自治体をどのように
図５ 現行の市町村の規模別状況（東北）
出典：表１と同様に筆者作成
図６ 現行の市町村の規模別状況（南関東）
出典：表１と同様に筆者作成
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補完していくのだろうか。それは到底無理だということなり，さらなる
合併が要請されることになるのは必定である。しかし，「平成の大合併
において相当程度の市町村の見直しが行われた中，今以上の市町村合併
を住民が支持するとは思えない」（井戸 ２００７：１７）ということも十分に頷
ける。そうなると，残された手段は「強制的」合併ということになるが，
それでは，「道州制こそ究極の地方分権」というスローガンに逆行する
ではないか。加えて，地理的・社会的状況などから「強制的」合併によ
る行財政能力の拡充には一定の限界があることは誰しもが納得するとこ
ろであろう。市川は，「広域事務にとっての適正規模と補完事務にとっ
てのそれは異なる」（市川 ２００５：４），あるいは，「最適な処理単位は，事
務の種類によってまちまちであり…，特定の行政課題をとりあげて，そ
れが現行の区域では不十分にしか対応できないことを指摘しても，その
ことが直ちに区域の広域化を正当化する論拠とはなりえない」とする
（市川 ２００４：４７）。それはそのとおりであるが，そもそも，広域行政への
対応と市町村の補完という役割は反対方向のベクトルとなる（稲葉
２００５：９９）のであり，これらの役割を両立させるとなると，それは「ナ
イフエッジ」の上を歩むがごとく至難の技となるのである。そこで，現
行府県単位に中間団体を設置して，結局は三層制にならざるを得ないと
いう結論も大いにあり得ることになる。現に，フランスではレジオン，
イタリアではレジオーネという道州に相当する自治体と府県が並存して
いる。このことは，府県の復活を意味することから，道州制導入の最大
のメリットの一つを「効率性」に置く推進論者にとっては致命的なこと
であろうが，統治の「効果性」を考えれば，こうした三層制はむしろ「自
然」であるともいえる。
いずれにしても，「強制的」合併は，基礎自治体の団体自治を真っ向
から否定するものであり，とても受け入れられるものではないといえよ
う。
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５ 結論
以上，本稿では，第２８次地制調答申を現在における道州制論議の到達
点とみなして，地方自治論の立場から批判的に考察を加えてきた。地方
自治論における評価基準からいうと，「地方自治の本旨」を構成する住
民自治と団体自治を脆弱化させる制度改革は回避されなければならず，
道州制については，この２つの自治を決定的に脆弱化・弱体化（そして
否定）させることから，その導入には極めて慎重にならざるを得ないと
いうのが本稿の結論である。
また，紙幅の関係で直接的に言及することはできなかったが，「東京
一極集中の解決不可能性」（村上 ２００９：１２２），「道州周辺部の衰退（道州区
域内での格差拡大）」（藤田 ２００６：６９），「州都への一極集中の懸念」（稲葉
２００５：９９；井戸 ２００８b：２３２），「州際間の財政格差・経済格差の拡大」（藤田
２００６：６９）などについても，最終的には「地方自治の本旨」の強化に逆
行する状態の出現と考えることができよう。
このように道州制が「地方自治の本旨」に違うものであるならば，そ
れは現行憲法に違反する可能性も否定できない。道州制の導入に慎重な
今村は，第２８次地制調に示されている，いわば「中間的な道州制」につ
いても，「道州制問題は憲法問題に関わる問題だというのが私の認識」
だとする。その一例として，道州制導入に伴う参議院の構成や性格など
を挙げている（今村 ２００５：２９）。先にも述べたように，一般的には道州制
は憲法違反ではないと主張される。しかし，こうした主張がなされるの
は，憲法が要請する地方自治の本旨を道州制導入によって影響される全
ての部分に具体的に適用することを忘却しているからではないだろう
か。道州制が地方自治の本旨に違うこととなれば，そのこと自体が憲法
違反と考えられる。そうであるならば，道州制に代替する制度改編の提
案が望まれるのである。
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そして，その代替的制度は，地方分権の趣旨に沿うものでなくてはな
らない。地域の実情や人々の考えがこれまでになく多様化していること
が，地方分権を推進する理由の一つであったことを想起されたい。であ
れば，極めて画一的な現行自治制度に拘泥することにメリットは見いだ
せない。「特定目的政府論」（外川・安藤 ２０１１a；２０１２b；外川 ２０１１a；２０１１b；
２０１２a；２０１２b）は，その意味で検討に値しよう。
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